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はじめに

我が国の情報通信技術（以下「IT」という。）革命への取り組みは、２０１３年（平成
２５年）に ICT を日本経済の成長と国際社会への貢献の切り札として活用する方策等を
様々な角度から検討するため、「ICT 成長戦略～ ICT による経済成長と国際社会への貢献
～」が策定され、ICT 利活用の更なる促進が取り組まれている。

文部科学省の学校教育分野における ICT の利活用は、政府による ICT 成長戦略のもと、
教育現場における授業での ICT 利活用の促進は当然であるが、それ以外に校務でも推進
されている。校務での ICT 利活用では、教材や指導案などを共有し、それらを相互利用
することにより、ベテラン教員の質の高い教材を利用し、授業の質向上が求められている。
同時に、自身の教材観や指導方法を見直す機会となり、学内や学校間 OJT による指導力
向上が期待されている。

一方、独立行政法人高齢・障害・教職者雇用支援機構（以下「機構」という。）におけ
る職業訓練指導員（以下「指導員」という。）数は、年々減少傾向にある。また、現在の
職業能力開発を取り巻く環境変化や産業・職業構造（職業分類別の就業者の構成）・技術
革新等に伴い、職業能力開発施設では、訓練科の新設、改廃等が行われている。これらの
多様な受講生のニーズに応えるためには、より高度な訓練や新しい分野の訓練に対応でき
る専門的な技術・技能力だけではなく、優れた指導力の習熟が求められている。

こうした状況に対応するためには、指導員の指導力の維持・向上の取り組みが不可欠で
あるが、特に職業能力開発施設における指導員の減少は、指導員研修等の指導員が所属す
る職業能力開発施設外で行う研修（Off-JT：Off the Job Training）に参加し難い環境の一
要因になるものであり、また、職業能力開発施設における先輩指導員から後輩指導員への
指導力の継承（OJT）ができ難いなどの課題が生じる可能性がある。

本調査研究では、施設内または施設間における指導力の継承の取組状況や特性等を踏ま
え、ICT（指導員ネットワークによるコミュニケーション）を利活用した指導員の能力向
上の仕組みを検討することを目的としている。

本報告は、平成２６年から３カ年の調査研究の取り組みをまとめたものである。指導員
の指導技法・技能向上システムの構築及び試行運用をおこなった結果を報告する。

最後に本調査研究にご尽力頂いた委員及び各種調査にご協力頂いた関係各位に厚くお礼
申し上げる。

　２０１７年３月

職業能力開発総合大学校
基盤整備センター

所　長　内田　修一
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